
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属類、有機塩素化物を含有する固体状廃棄物を、光線照射下に酸化チタンと、亜リン
酸類及び／又は次亜リン酸類とを、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類：酸化チタン＝５
～９５：９５ ５の重量比で含む廃棄物処理剤を、廃棄物に対して固形分としての添加量
が０．０１～５０重量％となるように添加して処理することを特徴とする廃棄物処理方法
。
【請求項２】
４５０ｎｍ以下の波長の光線を照射する請求項１記載の廃棄物処理方法。
【請求項３】
廃棄物処理剤が、酸化チタンと、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類との混合物である請
求項１記載の廃棄物処理方法。
【請求項４】
廃棄物処理剤が、酸化チタンに、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類が担持されたもので
ある請求項１記載の廃棄物処理方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は 却灰、煤塵、鉱滓、汚泥、土壌、シュレッダーダスト等の固体状廃棄
に存在する有害な金属、有機塩素化物等を無害化し、その後の廃棄物処理工程における取
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扱いを容易にすることのできる廃棄物処理方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
工場、研究施設等から排出される廃水、ゴミ焼却場等から排出される排ガス、ゴミ焼却に
よって生じる煤塵、鉱山から排出される鉱滓、廃水処理の際に用いられる活性汚泥、汚染
された土壌等の固体状廃棄物中には種々の金属元素が含有されており、水銀、カドミウム
、鉛、亜鉛、銅、クロム等の人体に有害な重金属元素が多量に含有されている場合も多い
。これら固体状廃棄物から金属が溶出すると、地下水、河川、海水等が汚染される虞れが
ある。また、近年、廃水、固体状廃棄物、排ガス等の廃棄物、特にゴミ焼却場等の排ガス
中に、ダイオキシン等の有機塩素化物が高濃度で含有されている場合があり、大きな社会
問題となっている。
【０００３】
近年、金属を含む廃棄物を処理するために、金属捕集剤が広く用いられるようになってお
り、廃棄物が廃水の場合、廃水に金属捕集剤を添加し、金属捕集剤と廃水中の金属とが反
応して生成したフロックを沈殿除去した後、廃水を放流する等の方法が行われている。ま
た廃棄物が固体状廃棄物の場合、固体状廃棄物に金属捕集剤を添加し、固体状廃棄物中の
金属を固定化した後、固体状廃棄物をセメント等で固めて埋め立て処理する等の方法が採
用されている。また、廃棄物が排ガスの場合、排ガス中に金属捕集剤の水溶液や水分散液
を噴霧して、排ガス中の金属を捕集除去した後、排ガスを放出する等の方法が採用されて
いる。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら金属捕集剤により固体状廃棄物を処理する場合、金属捕集剤の固体状廃棄物
への浸透力が低いことに起因して、固体状廃棄物中の金属との反応性が必ずしも充分では
なく、この結果、固体状廃棄物中に含まれる金属の固定化が十分に行えない場合があった
。また、金属捕集剤では固体状廃棄物中に含有されているカルシウムを固定化することは
困難であり、固定化されていないカルシウムは固体状廃棄物中から水中に溶出し易いため
、金属捕集剤で処理した固体状廃棄物を、更にセメント等で固めて最終処分した場合でも
、雨等に晒された際に、固定化されていない固体状廃棄物中のカルシウムやセメント壁内
のカルシウムが溶出し易く、カルシウムが溶出するとセメント壁が崩壊し易くなるととも
に、固体状廃棄物中で金属捕集剤によって固定化されていた他の金属も遊離し易くなる虞
がある。また従来は、多量のセメント等を用いて固体状廃棄物を固めて処理することが必
要であり、セメント等で固めた後の容積が必要以上に大きくなり、その後の処理や移送に
おいて問題があった。
【０００５】
更に、近年、廃棄物焼却の際等に有毒なダイオキシン類が発生し、排煙に含まれて排出さ
れることが大きな社会問題となっており、また廃棄物を焼却して生成した煤塵中にもダイ
オキシン類が含まれている場合がある。しかしながら、従来の方法ではダイオキシン類等
の有機塩素化物を含む排煙や煤塵等を無害化処理することは困難であった。更に、従来か
ら熱媒体等として広く利用されていたが、人体に有害であることから近年は使用されなく
なったＰＣＢにより汚染された土壌等の処理も、ＰＣＢが化学的に非常に安定な物質であ
ることから、従来困難とされていた。従来、ダイオキシン類等の有機塩素化物を処理する
には、６００℃以上の高温で処理するか、低酸素濃度雰囲気下で４００℃以上に加熱する
方法が採用されているが、耐熱性に優れた処理装置が必要であったり、低酸素濃度に保持
できる特殊な処理装置を必要とし、設備投資が高くつくという問題があった。
【０００６】
　本発明は上記の点に鑑みなされたもので 体状廃棄 含まれる有害金属や、ダイオ
キシン類やＰＣＢ等の有機塩素化物を確実に無害化することのできる廃棄物処理方法を提
供することを目的とする。
【０００７】
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【課題を解決するための手段】
　即ち本発明の廃棄物処理方法は、金属類、有機塩素化物を含有する固体状廃棄物を、光
線照射下に酸化チタンと、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類とを、亜リン酸類及び／又
は次亜リン酸類：酸化チタン＝５～９５：９５ ５の重量比で含む廃棄物処理剤を、廃棄
物に対して固形分としての添加量が０．０１～５０重量％となるように添加して処理する
ことを特徴とする。本発明方法において、照射する光線としては、４５０ｎｍ以下の波長
のものを用いることが好ましい。また本発明方法において使用する廃棄物処理剤は、酸化
チタンと、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類との混合物であっても、酸化チタンに、亜
リン酸類及び／又は次亜リン酸類が担持されたものであっても良い。
【０００８】
【発明の実施の形態】
本発明において用いる廃棄物処理剤を構成する、亜リン酸類としては、亜リン酸や亜リン
酸塩が用いられる。亜リン酸塩としては、例えば亜リン酸ナトリウム、亜リン酸カリウム
、亜リン酸カルシウム、亜リン酸マグネシウム、亜リン酸アンモニウム、亜リン酸水素ナ
トリウム、亜リン酸水素カリウム、亜リン酸水素カルシウム、亜リン酸マグネシウム等が
挙げられる。これらのうち、亜リン酸、亜リン酸ナトリウム、亜リン酸カルシウムが好ま
しい。上記、亜リン酸や亜リン酸塩は２種以上を混合して用いることができる。
【０００９】
また次亜リン酸類としては、次亜リン酸や次亜リン酸塩が用いられる。次亜リン酸塩とし
ては、次亜リン酸ナトリウム、次亜リン酸カリウム、次亜リン酸カルシウム、次亜リン酸
マグネシウム、次亜リン酸アンモニウム等が挙げられ、これらのうち、次亜リン酸、次亜
リン酸ナトリウム、次亜リン酸カルシウムが好ましい。上記、次亜リン酸や次亜リン酸塩
は２種以上を混合して用いることができる。また亜リン酸類と次亜リン酸類とは、どちら
か一方のみを用いても、両方を混合して用いても良い。
【００１０】
　本発明 廃棄物処理剤は、上記亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類ととも
に、酸化チタンを含む。酸化チタンは、アナターゼ型、ルチル型、フルッカイト型等が用
いられるが、中でもアナターゼ型酸化チタンが好ましい。
【００１１】
　本発明方法において用いる廃棄物処理剤における、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類
と、酸化チタンとの割合は、重量比で亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類：酸化チタン＝
５～９５：９５～５ 、特に、１５～８５：８５～１５が好ましい。本発明におい
て用いる廃棄物処理剤は、上記酸化チタンと、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類とが、
混合しているものであっても、酸化チタンに、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類が担持
されているものであっても良い。
【００１２】
本発明方法において用いる廃棄物処理剤には、必要に応じて水ガラス、消石灰、セメント
等の副成分を混合して用いることができる。副成分は廃棄物処理剤の重量の、５～１００
重量％程度併用することが好ましい。副成分としては、水ガラス、消石灰、セメントの他
に、無機吸着剤、中和剤、金属捕集剤、リン酸類等を用いることができる。
【００１３】
上記無機吸着剤としては、例えば、ゼオライト、ベントナイト、活性白土、カオリン等が
挙げられる。中和剤としては、例えば硫酸、塩化鉄等が挙げられる。また金属捕集剤とし
ては、例えばジチオカルバミン酸型の官能基やチオ尿素型の官能基を有する公知の金属捕
集剤を用いることができる。リン酸類としては、リン酸、リン酸ナトリウム、リン酸カリ
ウム、リン酸カルシウム、リン酸アンモニウム等が挙げられる。
【００１４】
これらの副成分を併用すると、固体状廃棄物中の金属の固定化により固体状廃棄物の無害
化処理効果が更に高められる。また中和剤はアルカリ性の廃棄物に用いると効果的である
。
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【００１５】
　本発明処理方法の対象とする 廃棄物としては、例え ミ焼却場において生成す
る焼却灰や煤塵、鉱滓、汚泥、土壌、シュレッダーダスト 挙げられる。
【００１６】
　本発明方法は、廃棄物を光線照射下で、上記廃棄物処理剤により処理して無害化する方
法であり 害金属を含む固体状廃棄物の場合、光線照射下で固体状廃棄物 棄物処理
剤を例えば噴霧する等の方法により添加し、そのまま静置するか、添加後混練したり、混
練後更に静置すること、固体状廃棄物中の金属が廃棄物処理剤により固定化され、固体状
廃棄物中から有害金属が溶出し難くして無害化される 塵等に含まれるダイオキシ
ン類等の有機塩素化物や、ダイオキシン類やＰＣＢ等の有機塩素化物で汚染された土
、上記のごとく光線照射下で廃棄物処理剤によって処理することにより、有機塩素化物が
分解されて無害化される。本発明方法では、必要に応じて廃棄物処理剤を水に分散又は溶
解させた状態で廃棄物に添加するか、廃棄物処理剤を水とともに廃棄物に添加することが
できる。廃棄物処理剤を水に溶解させたり分散させて使用する場合や、破棄物処理剤を水
とともに添加する場合、水の使用量は、廃棄物処理剤の重量に対し、１～５００重量％程
度が好ましい。
【００１７】
　また本発明方法において、光線照射下で廃棄物に上記廃棄物処理剤を添加して処理する
際の温度は、室温から６００℃、特に室温～４００℃とすると、処理に特別な耐熱性の設
備を必要とせず、通常の処理設備で確実な処理行えるため好ましい。尚、６００℃以上の
高温に耐え得る設備を備えている場合、特に固体状廃棄物を処理する際の温度を、６００
～１０００℃、特に６００～９００℃とすると、更に確実に固体状廃棄物中の有害な金属
をメタル化して溶出し難くでき、ダイオキシン類等の有機塩素化合物の分解も更に促進さ
れて無害化効果が向上するため好ましい。本発明において廃棄物処理剤の廃棄物に対する
添加量は、廃棄物中に含有される重金属の量、有機塩素化物の量によっても異なるが、殆
どの場合、廃棄物処理剤の固形分としての添加量が、廃棄物に対して０．０１～５０重量
％となるように添加す
【００１８】
本発明方法は、廃棄物に、酸化チタンと、亜リン酸類及び／又は次亜リン酸類を含む廃棄
物処理剤により、光線照射下に処理するようにしたため、光線を照射しない状態で処理す
る場合に比べ、低温で処理することができる効果がある。照射する光線は紫外線を含む光
線が好ましく、自然光紫外線、人工紫外線のいずれでもよく、紫外線を含む太陽光を用い
ることもできるが、特に４５０ｎｍ以下の波長の光線を含む光線が好ましい。
【００１９】
　本発明方法によっ 理した固体状廃棄 、有害な金属の溶出防止及び有機塩素化合
物の無害化が十分施されているので、処理後の廃棄物をそのまま埋め立てて最終処分し、
あるいは必要に応じてセメントで固めて最終処分することができる。さらに処理後の廃棄
物に、公知の金属捕集剤を添加したり、あるいは更にセメントで固化してから埋め立てる
等の最終処分を行っても良い。金属捕集剤を添加したり更にセメントで固化してから最終
処分すると、廃棄物中からの金属溶出防止の効果が更に向上する。固体状廃棄物をセメン
ト等で固めて最終処分する場合、本発明方法で処理した固体状廃棄物は従来法に比べ、セ
メントの使用量が少ない場合でも、固体状廃棄物中の金属が再溶出して二次汚染を生じる
等の虞れが少ない。
【００２０】
【実施例】
以下、実施例を挙げて本発明を更に詳細に説明する。
実施例１～１０、比較例１
鉛２２００ｍｇ／ｋｇ、水銀０．１ｍｇ／ｋｇ、カドミウム５０ｍｇ／ｋｇ、ダイオキシ
ン３．７ｎｇ／ｇを含む煤塵１００ｇ当たりに対し、表１に示す組成の処理剤を、１０ｇ
の水とともに、処理剤の添加量（無水物重量）が１０ｇとなるように添加し、４５０ｎｍ
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以下の波長の光線を照射できる設備を備えたロータリーキルン中で１５０℃にて２時間養
生して処理した。各処理剤で処理済の煤塵と未処理の煤塵各５０ｇを、純水５００ｍｌ中
で常温にて６時間浸とうして金属の溶出試験を行った。純水中に溶出した金属の濃度を原
子吸光分析法によって測定した結果を表１に示す。また、処理後の煤塵及び未処理の煤塵
中のダイオキシン類の濃度を測定した結果をあわせて表１に示した。尚、実施例１～６で
用いた処理剤は酸化チタンと、亜リン酸類、次亜リン酸類との混合物、実施例７～１０で
用いた処理剤は、酸化チタンに、亜リン酸類や次亜リン酸類が担持されているものである
。
【００２１】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

10

20

30

40

50

(5) JP 4035246 B2 2008.1.16



【００２２】
実施例１１～２０、比較例２
クロム１．５ｍｇ／ｋｇ、カドミウム０．１ｍｇ／ｋｇ、鉛１．７ｍｇ／ｋｇ、及びＰＣ
Ｂ６５ｎｇ／ｇを含有する土壌１００ｇ当たりに対し、表２に示す処理剤１０ｇを、ロー
タリーキルン中で３００℃にて４０分間養生後、冷却した。各処理剤で処理済の土壌と未
処理の土壌各５０ｇを用い、実施例１～１０と同様にして金属溶出試験を行った。溶出し
た金属の濃度を原子吸光分析法によって測定した結果を表２に示す。また、処理後の土壌
及び未処理土壌中のＰＣＢの濃度を測定した結果を表２にあわせて示した。尚、実施例１
１～１６で用いた処理剤は酸化チタンと、亜リン酸類、次亜リン酸類との混合物、実施例
１７～２０で用いた処理剤は、酸化チタンに、亜リン酸類や次亜リン酸類が担持されてい
るものである。
【００２３】
【表２】
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【００２４】
【発明の効果】
以上説明したように本発明の廃棄物処理方法によれば、廃棄物中の有害な金属類を捕集し
たり固定化し、またダイオキシン類やＰＣＢ等の有機塩素化物を分解して確実に無害化処
理することができる。また本発明方法で処理した廃棄物を最終処分するに際し、必要に応
じてセメント等で固める場合、セメント等の使用量を少なくしても固体状廃棄物中の金属
等が再溶出して二次汚染を生じる等の虞れがない。また本発明方法で処理した廃棄物はセ
メント等で固める必要がないか、セメント等で固める場合でも、その使用量を少なくする
ことができることにより、従来に比べて嵩が小さくて済み、その後の処理工程への移送や
処理作業が非常に容易となる等の効果を有する。
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